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１（４）地震先行現象・地震活動評価 

 

「地震先行現象・地震活動評価」計画推進部会長 中谷正生 

(東京大学地震研究所） 

 

現行計画には地震発生を予測するためのいくつかのアプローチが含まれている。地震先

行現象・地震活動評価部会では，種々のモニタリングデータから断層面の滑り・応力等を

推定し滑りの物理的予測モデルと対比するための研究，地震発生との因果関係に合意のと

れた物理モデルがなくても，経験則として地震発生の予測に役立つ情報があるのかを統計

的に吟味する研究，あるいは先行現象と目される事象の地震発生に対する物理的意義を解

明するための研究を行っている。 

 

２．地震・火山現象の予測のための研究 

（2）モニタリングによる地震活動予測 

活断層周辺の応力状態を推定する手法として，昨年度に続き，P波初動(押し引き)をデ

ータとした応力空間パターン推定手法(いわゆる「応力インバージョン」)の開発を行い，

2000年鳥取県西部地震の余震域から得られた実データ(図1)への適用を試みた。手法は

「断層面の向きは一様ランダム」という仮定の下に，各余震の断層面の向きを求めること

なしに，P波初動の適合性を説明する応力場を直接ベイズ推定するものである。図2(a)お

よび(b)に，2000年鳥取県西部地震の余震域に対して推定された主応力軸および最大主応

力軸の方位角(北から時計回り)の空間パターンを示す。断層南端で，断層をまたいで方位

角の大きな変化が見られる。この空間的な方位角の変化は，本震発生時の断層運動から期

待される応力場の回転(図2(c))と整合的である（東北大学［課題番号：1206］）。 

一方で，大深度での採掘が行われている南アフリカの鉱山では，実際に地震をおこした

断層周辺の応力場を直接測定することが可能であり，ICDPのDSeis計画(Ogasawara et 

al., 2017; Voosen, 2017)では，M5.5震源断層(地下3.5-7km)の上方延長において非常に

高いコア回収率で総延長1400mの掘削を終えた(図3)。DCDA法，現場応力解放法，ボアホー

ル・ブレークアウト(BB)，コア・ディスキング(CD)による絶対応力情報と，反射法探査に

よる断層系の再解釈(小笠原, 2018)を行うことで，M5地震の余震発生帯の上端部より深い

領域では，系統的に差応力が10-20 MPa上昇することがわかった。差応力レベルは，採掘

レベルである2.9km深以浅での応力解放法の結果の外挿では説明できない大きさであった

(石田, 2018)。また，別の鉱山でのM3.5の地震発生場を貫通する2本の掘削コアに対して

DCDA法とDRA法の応力測定を行い，BBやCDの結果も加味して応力分布を詳しく議論するこ

とができた(Abe, 2017; 石田, 2018)（立命館大学［課題番号：2401］)。 

余震活動を詳細に解析するためにETASモデルの改良を続けている。平成27年度に通常の

点震源ETASモデルを拡張して有限断層ETASモデルを開発した(Guo et al., 2015)。今年度

は本手法を用いて大地震の破壊幾何形状とすべり分布を推定することを試みた(Guo et 

al., 2017)。このモデルを気象庁一元化カタログとイタリアのISIDEカタログに適用した

ところ，本震に直接起因する余震活動はアスペリティの近傍に位置する場合が多く，一次

余震は本震によるすべりを補完する部分に発生することがわかった(図4)。本手法は，二
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次余震以降の余震活動をより適確に分類できる利点もあり，本震時のすべりインバージョ

ンの高度化や本震後の短期の余震確率予測に役立つと思われる（東北大学［課題番号：

1206］）。 

地震誘発作用の観点から，活断層周辺の断層強度や応力状態の情報を得ることも検討し

た。2011年東北地方太平洋沖地震によって動的に誘発された西南日本の地震活動を防災科

学技術研究所の波形データを使って詳細に調べた(Opris et al., 2018，図5)。その結

果，従来指摘されていたレイリー波による影響よりも，大振幅のラブ波到達とより相関が

良いことがわかった。また，動的に誘発された地震活動の継続時間は7日間程度であり，

長期に継続する静的応力変化による誘発地震活動との違いが浮き彫りになった(図6)。一

方，2016年4月16日の熊本地震でも，広域で表面波による誘発地震(動的トリガリング)が

発生した余震域3箇所(震源断層域，阿蘇地域，湯布院-別府地域)に大森-宇津則をあては

めてp値を求めたところ，火山・熱水地域である阿蘇，湯布院-別府地域では有意にp値が

高いことが分かった(図7)。特に湯布院-別府地域は高い熱流量が推定され，応力緩和の効

果によるものと考えられる（東北大学［課題番号：1206］）。 

昨年度までに，札幌医科大学及び福島県立医科大学の大気中ラドン濃度の時系列と周辺

地域の地震活動累積モーメント時系列に相関があるようだと指摘していた。本年度は，そ

れぞれに特異スペクトル変換法を適用して異常度の時系列をつくり，動的時間伸縮法(中

本ほか,2003,人工知能学会論文誌)を用いて類似性を解析したところ，実際に観測された

程度以上に両者が類似することが偶然におきる確率は，札幌医科大学でp=7.6%，福島県立

医科大学でp=13.4%であるとの結果を得た(図8)。また，大気中および水中のラドン濃度測

定手法の開発のために，様々な測定器の性能を評価した(Tanaka et al., 2017; 神代ら, 

2017； 藤井ら, 2017； 吉井ら, 2017)（東北大学［課題番号：1207］)。 

水文学的な手法による断層モニタリングにおいて，断層周辺の複雑な水理物性の把握は

重要な課題である。三重県内の中央構造線断層帯(MTL)の透水係数を産総研が掘削した2本

の井戸の水理試験と長期水位観測で求めた(Matsumoto and Shigematsu, 2018, 図9)。求

めた透水係数は,MTLの露頭で断層帯の中央からの距離ごとにサンプリングされた岩石の実

験から求めた詳細なMTLの透水構造を示した既往研究(Wibberley and Shimamoto， 2003)

と類似した値となり，MTLの複雑な透水構造を反映していることがわかった。また，台

湾・国立成功大学との共同研究の一環として，水文学的・地球化学的手法による地震予知

研究についての日台国際ワークショップを共催し，プロシーディングスを公開した（産業

技術総合研究所［課題番号：5007］）。 

粉体層内における水などの流体の浸透状態の不安定化についての実験的研究を行い，粉

体層内での流体浸透の不安定性は，粉体層を構成する粒子のサイズや形状に著しく影響さ

れることが明らかとなった(Endo and Katsuragi, 2017)。特に水みちと呼ばれる流体の通

り道の形成をより現実的に再現するためには，巨大な実験装置が必要であることがわかっ

た（東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。 

神奈川県温泉地学研究所報告(観測だより)に掲載された「なまずの会」による井戸水位

観測の結果をデジタル化した。このデータは日毎に異常がない場合は白丸，異常がある場

合は黒丸で表され，水位の異常上昇または低下がセンチメートル単位で示されている。の

べ234の個人や団体が参加したデータは，1977年2月1日から1986年12月31日までの10年10
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ヶ月あった（東海大学［課題番号：2901］)。 

断層の固着度とb値が関連しているという指摘は，日本海溝付近について以前なされた

ことがある(Yabe,2003,BERI)。南海トラフ沿いについて，2006年以降の気象庁一元化カタ

ログからフィリピン海プレート内とプレート境界の地震だけを用いてb値の詳細な空間分

布を求めた(図10, 楠城・吉田, 2017)。1944年の東南海地震と1946年の南海地震で滑り量

の大きかった領域ではb値が低く，また，その領域の間ではb値が高いことがわかった。南

海トラフ沿いのプレート境界面はセグメント化されており，東北沖(Tormann et al., 

2015)とは異なる性質を示している。より詳細に調べると，Yokota et al.(2016)の滑り欠

損レートとb値に負の相関があることもわかった。b値が差応力と逆相関することが知られ

ているので，カップリング域(滑り欠損が大きい)で差応力が大きいことを示しており，世

界の他地域での観測事実とも調和的である。さらに，帯状分布する低周波地震と重なって

いるかそれより深い側にある四国北部から，伊勢湾北部にかけての30km以深の領域のb値

が低いことも注目される。これは，この地域に推定されている高い間隙水圧のために，差

応力比が高いことを示唆しているかもしれない。また，日本の太平洋側のプレート境界域

に関して，細かいメッシュでb値のモニタリングを行うGISシステムを開発した（東京大学

地震研究所［課題番号：2902］)。 

地殻変動のモニタリングデータは，断層滑りの時空間履歴を計算・予測する物理モデル

とあわせて地震発生の予測に使うことが原理的に可能であり，ゆっくりすべりイベント

(SSE)などの非地震性すべりのモニターを高度化する努力が行なわれている。産総研と防

災科研および気象庁との共同研究により，3機関のひずみ・地下水・傾斜データをリアル

タイムで共有して南海トラフ周辺地域の短期的ゆっくりすべり(SSE)を解析するシステム

の運用を継続した。2016年11月-2017年10月の間には，27の短期的SSEの断層モデルを決定

した。さらに，短期的SSEの検出と断層すべり分布の時空間変化の推定を同時に行う新手

法を提案した(Araki et al., 2017)。シミュレーションデータで検出精度を評価した結

果，高い精度ですべり開始時点・終了を推定し，また，従来法に比べすべり量の時空間変

化の推定精度の改善を確認した。実際の歪データを用いて推定したすべり開始・終了時点

は微動発生期間と一致した(図11)（産業技術総合研究所［課題番号：5007］）。また，GNSS

日値と一週間の傾斜をもつランプ関数の相関をとることで，南海トラフ沿いの短期的スロ

ースリップ(数日から1週間程度の継続時間)の客観的な時空間分布を得る手法を開発し，

さらに，ひずみ計データのスタッキングによる方法も開発した（気象庁［課題番号：

7006］)。 

速度状態依存摩擦則に従うバネブロックモデルが示す余効すべりやスロー地震の数値シ

ミュレーションを行った。前年度までの1次元モデルを，今年度は2次元モデルへと拡張し

た。その結果，1次元の場合と同様，速度状態依存摩擦則を特徴づけるa,bパラメータの大

小に応じ，三つの滑り様式(高速破壊・余効すべりを伴う高速破壊・スロー地震)が出現す

ることが分かった。加えて，スロースリップ現象を記述する解析的な式を導出し，シミュ

レーション結果との比較検討を行った（東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。 

海底観測システムであるDONETの2015年9月から2016年4月までの連続地震記録を解析

し，その結果南海トラフの島弧側において浅部微動活動が発生していることを確認した。

微動活動は2015年10月と2016年4月に発生しており，深部の微動活動と同様に地震動によ
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るトリガ現象が確認された。この微動活動はトリガ現象に見られるように応力状態に敏感

であり，この周辺の応力状態をモニターする上でも重要な現象とみられる（気象庁［課題

番号：7006］)。 

滑りモニタリングに基く予測を行なう上で，断層面の不均質は重要な課題である。アス

ペリティが多数配置されたゲル同士のスティックスリップ摩擦において，画像解析を用い

て巨大イベントのすべりの破壊核形成・成長過程とすべり直前の応力分布との関係を調べ

た。図12に実験系の模式図を示す。実験の結果，初期条件はほぼ同一であるにも関わら

ず，前駆すべりの履歴によって巨大イベント直前のせん断応力場の違い(図13 (a)(c)参

照)が生まれ，その後の破壊挙動が大きく異なることが分かった。また，破壊伝播速度がS

波速度を大きく上回る例が観測された(図13(b)(d))。とくに2つ目のイベント(図

13(c)(d))では，ゆっくりとしたすべりが試料両端(せん断応力が高いところに一致)で始

まり，中央に到達した後高速破壊に至る，特徴的な挙動がみられた（東京大学地震研究所

［課題番号：1512］)。 

南海トラフ沿いの巨大地震シミュレーションにおいて，巨大地震の発生履歴，比較的よ

くわかっている昭和東南海・南海地震のすべり分布，最新のすべり欠損レート分布，そし

て繰り返す長期的スロースリップを再現するモデルを構築した(図14)。各地震のすべり分

布は概ね再現しているが，宝永→安政→昭和の発生順は再現できていない。また，東日本

地域については，従来のアスペリティモデルと階層アスペリティモデルの2モデルを軸

に，東北地方-関東地方の太平洋沖で発生するM7-9の主な地震を再現できるモデルを構築

した。メッシュサイズの細密化により，規模の小さな地震発生の再現が可能となった（気

象庁［課題番号：7006］)。 

地震の確率予測を実現する基本的な戦略は，ベースとなる地震活動(定常的な地域性，

余震活動のような広く認められる時間変化など)を統計モデルで表現し，それに先行現象

で得られるゲインを組み込むことである(e.g., 尾形, 2015)。CSEPはベースとなる統計モ

デルを確立することを主要な目的としており，今年度は，各カテゴリーの検証実験，研究

集会の開催を継続するかたわら，3ヶ月テストクラスのAllJapanとMainland領域における

20ラウンドを超える結果について評価を実施した(Tsuruoka, 2017a)。RI10K，

HISTETAS5PA，MARFSおよびMARFSTAの計4つのモデルについて，空間予測および地震数の予

測の二つの観点から評価を行った。AllJapan領域では4つのモデルのパフォーマンスの差

は小さかったが，MainlandにおいてはMARFSとMARFSTAの成績がよくないことがわかった。

また，空間予測の情報利得は，MainlandよりもAlljapanがよくなる傾向があり，地震数の

予測については，Mainlandにおいては2倍程度過大に予測する傾向があった。さらに，複

数ラウンドにおいて複数モデルを評価する場合において，CSEPの標準的なN,M,S,Lテスト

は，モデルからの予測と観測を比較するテストであるため，モデル間の比較を直接でき

ず，情報利得あるいは対数尤度そのもので比較することが直接的かつ容易であることが明

らかとなった（東京大学地震研究所［課題番号：1511］)。 

中規模繰り返し地震について，発生状況のモニタリングと発生確率予測を行い(田中, 

2017; 田中ら, 2018)，2017年7月末で予測期間が終了した3年確率予測の予測成績を調べ

た。中規模の繰り返し相似地震79系列を対象に実施し，平均対数尤度とブライアスコアの

指標による結果は，指数分布モデルよりも事前分布を用いたベイズ統計対数正規分布モデ
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ルの成績の方が良いことを定量的に確認した(気象庁［課題番号：7006］)。 

 

（3）先行現象に基づく地震活動予測 

断層の破壊エネルギーの空間分布における階層的構造は，地震の可予測性に対して重要

な原理的制約となる。北海道東北沖の繰り返し地震グループを用いて，プレート境界に存

在する階層的構造の定量的把握を行った。さらに，釧路沖，釜石沖，那珂沖のプレート境

界において約15年間に発生したM2-5の地震を対象として，高精度相対震源決定，震源すべ

りインバージョンを行った。予備的な成果として，M5級の地震ではすべり方向に伸びた領

域にで固有的な破壊が繰り返すものの，破壊伝播の方向性は必ずしも一定でないことがわ

かった。周辺では小さな地震も発生するので，破壊プロセスが階層性によって制約されて

いることもわかった（東京大学理学系研究科［課題番号：1402］）。 

代表的な短期的先行現象とされる前震は，本震がおこってみるまでは，現象的には群発

活動である。過去数年間開発してきた地震カタログから定量的に群発地震を検出する方法

については，手法の詳細の説明と全世界的な応用までをまとめた(Nishikawa and Ide, 

2017)。この手法を茨城沖の約30年の地震活動に適用することで，プレート境界に繰り返

し発生する群発地震活動を客観的かつ定量的に検出することができた。多くの群発地震活

動の中でも特に活発なものは1982年と2008年のM7の地震の前震活動に対応する（東京大学

理学系研究科［課題番号：1402］)。 

前震活動などを詳細に調べるために，相対震源決定，MatchedFilter法等を用いたカタ

ログの整備・拡充を行った。2016年熊本地震発生後に展開された高密度な臨時観測点の波

形データを用いて，前震から本震発生に至る過程について再度解析を行った。その結果，

従来の結果に比べて，断層傾斜方向の前震域の拡大に関してより精確な様子を把握するこ

とができた。また，2016年鳥取県中部の地震(M6.5)に関して，長期間にわたる前震活動の

時空間変化を明らかにした。本震発生の約2ヶ月前から，震源域周辺において，不連続な

移動を起こしながら，前震活動が本震の破壊開始点へ近づいて行ったことが示された(図

15)。山陰地方の断層帯の成熟度は相対的に低いため，複数の断層において前震活動が飛

び飛びに発生したものと解釈される（東北大学［課題番号：1206］）。 

すべり方向に1.5m，すべり直交方向に0.5mの大きな岩石試料をもちいた模擬断層におけ

るスティック-スリップ実験において，断層ガウジが残置された条件下では，試料全面が

すべる大規模な動的すべりイベント(「本震」)に先行して前震が発生することが確認さ

れ，昨年度，その中に，互いに波形が酷似したリピーター的な前震の発生が認識された。

リピーター的な直前前震は，1999年イズミット地震でも報告(Bouchon et al., 2011)され

ており，「本震」の破壊準備過程に関する情報を与える可能性があり，本年度に精査した

(辻村ら, 2017)。リピーター的な前震を含む検知された全ての前震イベントの震源決定

(図16)を実施した後，広帯域弾性波センサで記録された波形の最大振幅を利用した相対的

な振幅マグニチュードの推定や，P相とS相各々に対する最大相関を示すラグ・タイムを利

用した相対震源決定などを実施した。最大のリピーター的な前震のクラスターでは，ラン

タイム全体を通じて22個の前震が確認された。それらは「本震」の直前を中心に発生して

おり，20個の「本震」に対して1，2個ずつの発生であった。また，50回程度の繰り返し

「本震」を経験する過程を通じて，これらリピーター的前震の規模の系統的な変化につい
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ては認められなかった(図17)。その他にも，少なくとも13個のリピーター的な前震で構成

されるクラスターの存在が確認された。また前震の発生環境に関する理解の一助として，

ランは異なるが，ひずみ記録を精査することにより「本震」に先行するひずみの時空間変

化を調べ，二次元的な破壊の進展に関する新たな知見が得られた(Yamashita et al., 

2017; Fukuyama et al., in press)（立命館大学［課題番号：2402］)。 

粉体層の低速摩擦を調べるために，粉体層からワイヤーを低速で引き抜く際の摩擦抵抗

を，粉体層の充填率をコントロールした上で計測した。計測した摩擦抵抗は，充填率のわ

ずかな変化で劇的に変化することが明らかとなった(Furuta et al.,2017)。これは粉体層

がせん断により固化しているために起こる現象と考え，ジャミング転移などの概念を含め

た簡単なモデルによるデータ解析を進めている。また，気流や機械的振動を加えることに

より流動化された粉体層の摩擦が劇的に減少することも実験的に確認した。以上の結果を

総合すると，摩擦滑りが起こることにより発生する振動(地震動)が近隣の摩擦による固着

を弱めるが，振動により充填率が減少(膨張)した層はわずかな滑り(せん断)により急激な

固化も経験するということになる。これらの複雑な過程が関連しながら天然の断層では滑

り状態などが決定されると考えられ，本実験はそれらの基礎過程に関する実験的研究と言

える（東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。 

地震活動の静穏化は，代表的な中期的先行現象と目され，実際ほとんどの大地震の前に

静穏化がみつかることが報告されている(e.g.,Katsumata, 2016)が，静穏化があっても大

きな地震がおこらないことも多く，先行現象としての有意性は確立されていない。そこ

で，千島から伊豆小笠原にいたる海溝沿いの地域を網羅的に走査し，10.8年以上の静穏化

が続けば，半径100kmの地域に4年間，大地震がおきやすいという予測(警報)を出すとこと

して，1990-2015年まで，1年更新で予測マップを試作した。警報はトータルの対象時空の

24%を占め，一方予測対象であったMw7.5以上，80km以浅の地震10個のうち7個が警報域で

おきた。確率利得は2.9であり，これが偶然の賜物である確率pは0.24%となるので，長期

静穏化は統計的に有意な地震の前兆であるといえる。静穏化判定の要件を加減して行った

ROC解析を図18に示すが，安定した好成績をしめしているといえる。（東北大学［課題番

号：1206］，東海大学［課題番号：2501］）。昨年度も同様の試みをMw8.0以上の地震に対し

て行い，肯定的な結果をえていたが，検証に使える地震が3つしかなかった。 

一方，b値の長期的低下傾向についても同様の調査を行った(楠城, 印刷中)。全世界

で，b値が安定して計算できる活動度の高い地域を網羅的に走査し，地域のb値が過去7年

にわたって-0.025/年よりも顕著に下っていれば，5年間の警報を出すこととした(図19)。

予測対象としたM8以上の地震29個のうち55.5%が警報ONの時空で発生し，一方，地域の平

均的活動度とGR則から期待されるM8の発生レートで重み付けした上で計算した警報分率は

26.1%であった。確率ゲインは2.1，p値は0.75%であり，これも肯定的な結果となった（東

海大学［課題番号：2501］）。 

熊本地震前におけるb値解析では，b値そのものの時間変化は明瞭ではなく，将来の震源

域で小さなb値となっていた(Nanjo et al., 2016)。そこで，b値の小さかった領域だけに

着目してナチュラルタイム解析を行ったところ，地震の1年ほど前からκ1値が臨界状態を

示す0.07付近をふらつくようになっていた（東京大学地震研究所［課題番号：2902］)。 

東日本の太平洋沖で1990年以降に発生したM7.0以上の本震前の規模別頻度分布はGR則か
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ら逸脱し，本震後にGR則に従う傾向にあることがわかった(弘瀬・前田, 2012)。この特徴

に基づくシンプルな予測モデルを構築した。M7後半-M8前半(M7.6-8.5)の地震を予測対象

とした場合，北海道東方沖及び関東東方沖~南東沖に顕著な異常が検出された（気象庁

［課題番号：7006］)。 

粉体のサイロ流において，出口の大きさに依存して間欠的目詰まり現象が起こることが

知られており，これは間欠的に起こる様々な自然現象のシンプルなプロトタイプモデルと

みなすことが出来ると考えられている。サイロ内に様々な形状の障害物を配置することに

より流れ状態を制御する実験的研究を行った。その結果，流れの固化現象を効率的に下げ

るためには，流れの中の充填率を比較的小さく保つことが極めて重要であることが明らか

となった(Endo and Katsuragi, 2017; Endo et al.,2017)（東京大学地震研究所［課題番

号：1512］)。 

地震発生と潮汐との相関を表すp値について，先行研究において地震前における変化が

報告されていたトンガ・ケルマディック海溝沿いのプレート境界地震の潮汐相関を追加調

査し，p値を用いた地震予測の有効性は低いが，M7.0以上の地震に限ればその発生時が特

定の範囲の潮汐位相角の範囲内で発生している場合が有意に多いことがわかった（気象庁

［課題番号：7006］)。 

巨大地震直前のGNSS-TEC(電離圏全電子数)変化について，M7級の地震まで含めた解析を

行い(He and Heki,2017)，Mwの大きな地震ほど異常の振幅が大きく，また，異常の先行時

間が長いという傾向がますます明確になった。Mw>8.2の巨大地震では，宇宙天気がひどく

荒れていて解析不可能であったNias地震以外の10個全てに前兆が現われている。それ以下

の地震ではMが下るにつれ，この前兆が確認できないものの割合が増える。また，2011年

東北地震に際しては，日本の磁気共役点となるオーストラリア北部でも，同様のTEC異常

が捉えられていることがわかり(図20)，この異常が「電気仕掛け」であることが確認され

た(日置, 2018)。また，観測された程度の電離圏異常を起こすためには，地震破壊域程度

の範囲にわたって地表に0.2V/m程度の電界異常がおきればよいことを理論的に示した

(Kelley et al.,2017)（東海大学［課題番号：2501］）。 

2001-2010年の気象庁柿岡観測所のULF帯地磁気データから，ノイズの少い深夜帯だけに

着目してローカル(鹿屋観測所ではみられない異常ということ)な異常を網羅的に検出し，

周辺100km以内でおきたM4以上の地震52個と比較した(Han et al.,2017)。異常がみられて

から8-9日後の間に地震がおきると仮定したときに最も有意性が高く，警報分率21%で，

45%の予知率を達成でき，p値はほぼゼロとなる。異常定義の閾値を変えてROC解析(図21)

をしても，全体的に高い有意性を示す結果がえられている(東海大学［課題番号：

2501］)。 

見通し外VHF伝播異常に関しては，観測の最大のノイズであるスポラディックE層の影響

を電離圏TECによる推定で判定することを試みた。熊本地震発生日の4月14日朝に明瞭な異

常電波が観測されたが，それをTECでみたところその時にはEスポの発生は見られないこと

が確認できた。さらにこの異常電波の到来方向を調べたところ，通常南東から来ている宮

崎放送局からのFM電波がこのときはほぼ真東にある震央の方向を向いていることも分かっ

た（東海大学［課題番号：2501］)。 

見通し内VHF伝播異常(谷川ら, 2017)に関しては，観測点の増設と，異常判定法の改良
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を行った。従来のレベル変動法では基礎データとして過去数年のデータが必要であった

が，短期間の観測から電波伝搬異常の検出を可能にする方法として，1ヶ月間の観測デー

タの平均値を求めることで受信強度データの変動分を算出し，その積分値がある閾値を超

えた場合を伝搬異常と判定する方法(変動値積分法)を開発し，そのための観測データ処理

用プログラムを作成した。この判定方法を用いた伝搬異常検出と地震発生の関連性を統計

的に評価したところ，従来法(レベル変動検出法)の統計成績(Motojima and Ogura, 2017; 

小倉・本島, 2017)を上回る結果となった（東海大学［課題番号：2501］)。 

VLF帯パルス電磁波の観測点を増設し，中日本に5点とすることで，到着時間差による波

源位置標定が改善された。観測点近傍で発生した最大の地震である2017年6月25日の長野

県南部M5.6(深さ7km)の前5日と後1日だけを解析して，6月23日にだけパルスが震央付近か

ら到達していることが判明した(図22)。この日に中部日本で雷活動はなかった（東海大学

［課題番号：2501］)。 

大気中ラドン濃度変動に関して，全国25の放射線管理施設からデータを得るネットワー

クができており，順次解析を進めている。今年度は，鳥取大学と信州大学での観測データ

に地震に先行するラドン濃度の増加を見いだした(図23，図24)（東北大学［課題番号：

1207］)。 

地震の前兆ではないかとマスコミ等で話題にされることの多い，深海魚の出現につい

て，全国紙の地方版や地方紙，水族館や博物館，過去の学術文献等の情報から，気象庁一

元化震源カタログのある1923年以降で最初の深海魚出現日から3.11までの期間(1928年11

月26日-2011年3月11日)のカタログを作成した。日本周辺のエリアを日本海側(九州-北海

道)，東日本太平洋側(北海道-千葉)，神奈川・伊豆-東海-南海-鹿児島，南西諸島(奄美大

島-石垣島)，小笠原周辺の5つのエリアに分け，深海魚出現日から30日後までに同一エリ

ア内で地震が発生したかを調べた(織原ら2017a,b)。その結果，深海魚出現イベント総数

に対する同一エリア内のM6以上の地震を伴った深海魚出現イベント数の割合は，1992年1

月1日から2011年3月11日までが8.0%(=8/101)，1928年11月26日から2011年3月11日まで

3.6%(=13/366)であった。（東海大学［課題番号：2901］)。 

純粋に経験則だけに基づいて行う大地震の予測がどの程度のものなのかをみるために，

M>6もしくは7に対して統計的に有意であることが示されている様々な予想手法の成績(予

知率，適中率，警報分率，ゲイン)を文献情報から逆算してまとめた(中谷, 印刷中)。

ETASによるトリガリング作用(これは大地震の準備過程進行の顕れという意味での物理的

な前兆ではない)を考慮するだけで，数百倍のゲインをもつ短期的な予測ができ，さらに

ETASでは説明できない特徴(多分，物理的な前兆だろう)に目をつけた方法では，ゲイン1

万倍を超えるような予測手法(Lippiello et al., 2012)も報告されている。また，複数の

先行現象を組み合わせた方法でもやはり1万倍程度のゲインが可能である(Ogata, 2017)。

日本のM7地震の平均発生ペースからすると，ゲイン1万倍の予報は，1日あたりの地震発生

確率として数%という強い予報である（東海大学［課題番号：2501］)。 

 

 

これまでの課題と今後の展望 
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 先行現象の発生とその後の地震の発生確率の相関を統計的に評価するという目標が様々

な現象に対して達成された。また，大地震直前の TEC 変動に関してはそのスケーリングが

確かなものとなり，電離圏の変動の様子から固体側でいかなる電気現象が起きているか，

かなり納得のいく推察がなされた。今後，地震発生の物理シナリオとこのような現象の関

係を明らかにしていく必要がある。特に多方面からの観測的サポートが得られはじめた階

層アスペリティ仮説との関係について考えていく必要があるだろう。地震活動の高度な解

析によって，断層面の不均質が描きだされるようにもなっているので，実証的な解明が進

んでいきそうである。滑りのモニタリングの技術は格段の進歩をとげ，今後，地震活動の

予測に貢献するものであるか検討すべきである。また，現状，強度の強い予測が出うるも

のは，圧倒的に群発活動(あとからみれば前震)を用いたものであり，この方面では，前震

の事前識別技術の追求とともに，予測情報の社会への影響が具体的に検討される必要があ

ろう。また，直接の実用価値がみいだせそうにもない，中規模地震を対象とした低ゲイン

の短期予測をもたらす前兆の有意性も確立した。ゲインは低くても，正味の異常出現率は

それなりに高いので，やはり地震発生のシナリオにおいて何らかのはっきりした役割をも

っているはずである。さらに，10 年程度の中期前兆でも統計的有意性が示されたものが複

数でたことは重要である。中期的な準備過程の実在を示唆するとともに，先行期間が長い

ものは，ゲインが低くても，実用的価値が考えうる。 
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図1．応力空間パターン推定手法を適用した2000年鳥取県西部地震の余震データとその解

析領域(深緑の四角: 東西20km x 南北35km) （東北大学［課題番号：1206］） 

赤星は本震震央を,水色三角は稠密観測による臨時観測点をそれぞれ表す。 

 

 

 

図2．2000年鳥取県西部地震の余震域に対する推定結果 （東北大学［課題番号：1206］） 

推定された(a)主応力軸の向き(震源球を用いて表現)および(b)最大主応力軸の方位角(北

から時計回り)それぞれの空間パターン。 (c)左横ずれ断層において期待される応力場の

回転。 圧縮/伸張が生じる領域で最大主応力軸がそれぞれ時計/反時計回りに変化する。 
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図3．地下2-3kmの採掘レベルで確認されている正断層,M5.5断層およびDSeis科学掘削との

位置関係(小笠原, 2018)（立命館大学［課題番号：2401］) 

反射法探査データの再解析で，M5.5地震に対応する断層帯が，採掘レベルよりも下に見つ

かった。 余震活動の南限は,採掘レベルで確認されている正断層の下方延長とほぼ一致し

た。 黄色と青の大きめの球:地表からの探査 掘削と正断層との交差地点。 右図のほぼ中

央の黒の短い太線:ICDP DSeis計画の817m孔。 
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図4．有限断層ETASモデルによって求められた相対的余震生産性の分布（東北大学［課題

番号：1206］） 

(a)イタリア,ラクイラ地震，(b-e)東北地方太平洋沖地震(震源断層モデルは,それぞれ

(b)Ide et al. (2011), (c)Yagi and Fukahata (2011), (d)Wei and Sladen (2011), 

(e)Hayes (2011))。 
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図5．2011年東北地方太平洋沖地震によって動的誘発地震活動が観測された地域(Opris et 

al., 2018)（東北大学［課題番号：1206］） 

灰色の円は最初に誘発地震が検出された地域から半径30km以内の気象庁一元化震源。 期

間は東北沖地震の前後60日。 色付きの円は最初の1週間.黒星印は2000年鳥取県西部地

震，2005年福岡県西方沖地震の震央を示す。 九州の破線のボックスは熊本地震の3つの余

震域. 赤三角は活火山を示す。 
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図6．遠地誘発地震活動がみられた地点での東北地方太平洋沖地震前後の地震活動の時系

列(Opris et al., 2018)（東北大学［課題番号：1206］） 

(a)すべての地点をスタックした地震活動積算曲線。 東北沖地震後の7日間の活動は青線

で示す。赤破線は大森-宇津則による理論曲線。 左上は前期間のM-頻度分布。 (b)同じ期

間のMTダイアグラム。 東北沖地震後のステムプロットの色は地域毎に変えている。 

 

 

図7．2016年熊本地震の3つの余震活動域と地殻熱流量，余震減衰p値との関係(Opris et 

al., 2018)（東北大学［課題番号：1206］） 

(a)熊本地震の余震分布(気象庁一元化データ，2016年4月16日-2017年2月14日)と地殻熱流

量分布 (b)3地域(震源断層域,阿蘇地域,湯布院-別府地域)における余震減衰と大森-宇津

則の最適パラメータ値。 
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図8．大気中ラドン濃度変動と地震の非類似性（東北大学［課題番号：1207］） 

(a)札幌医科大学，(b 福島県立医科大学. ヒストグラムはランダムな地震時系列とラドン

濃度との非類似性を示し，縦線は実際の地震系列とラドン濃度との非類似性を表す。 非

類似性の値が小さいほど地震活動と大気中ラドン濃度変動との相関が高い。 

 

 

  



- 159 - 
 

 

 

図9．松阪飯高観測点における中央構造線断層帯の断面図と掘削した2本の井戸の構造およ

び水理試験などで求めたそれぞれの井戸の透水係数(Matsumoto and Shigematsu., 2018)

（産業技術総合研究所［課題番号：5007］） 
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図10．南海トラフ沿いのb値分布(楠城・吉田, 2017)（東京大学地震研究所［課題番号：

2902］) 
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図11．短期的SSEの検出と断層すべり分布の時空間変化の推定を同時に行う新手法(Araki 

et al., 2017)による結果の一例(産業技術総合研究所［課題番号：5007］） 

左上図, 四角:研究対象領域. 左下図, 青四角:産総研のひずみ計の位置, 緑四角:気象庁

のひずみ計の位置。 赤丸: 仮定した小断層の位置。 オレンジの小丸:深部低周波微動の

震源位置。 右図, (a)(b)(c):左下図に示した観測点a, b, cでの2012年5月のひずみデー

タ(トレント 成分除去済)。 青点線:提案した方法によるSSEの開始と終了の推定時刻。

(d):この地域で発生した微動の個数。 推定したSSEの開始時刻と終了時刻が微動の発生し

た期間と一致する。 

 

 

 
図12．摩擦実験装置の概略(東京大学地震研究所［課題番号：1512］) 

面形状によるアスペリティを多数配置した。 
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図13． 図12の実験装置での滑りイベント2回分の様子(東京大学地震研究所［課題番号：

1512］) 

(a)(b)が1回目,(c)(d)が2回目. (a)(c)は剪断応力,(b)(d)は滑り先端の位置。 

 

 

 

図14．南海トラフ沿い地震発生シミュレーション（気象庁［課題番号：7006］) 

各地震のすべり分布は概ね再現できている。 
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図15．2016年鳥取県中部地震の発生前に見られた地震活動の時空間発展図（東北大学［課

題番号：1207］） 

 

 

図16．リピーター的な前震を含む検知された全ての前震イベントの震源（立命館大学［課

題番号：2402］) 

丸の色は対応する本震番号,左右の赤線はこのランにおける上側試料の接触部分(断層)の

範囲,左右の黄線は弾性波センサのネットワークの範囲を表している。 黒枠内の前震が最

大のリピーター的な前震クラスタ(図17参照)を構成している。 
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図17．図16の実験で見い出された最大のクラスターを構成するリピーター的前震の発生時

刻と相対マグニチュードの関係（立命館大学［課題番号：2402］) 

縦線は「本震」の発生時刻を表す。 

 

 

 

図18．地震活動静穏化にもとづく予測マップの性能評価（東北大学［課題番号：1206］，

東海大学［課題番号：2501］） 

静穏化継続の要件を様々に変えて描いたROC曲線。 
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図19．b値解析による2004年のM8クラス地震の予測マップ(楠城, 2018)（東海大学［課題

番号：2501］） 

 

 

 
図20．東北地方太平洋沖地震前後の地磁気共役点近傍のTEC変動(日置, 2018)（東海大学

［課題番号：2501］） 
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図21．柿岡地磁気観測所の3成分地磁気データによる予測の成績(Han et al., 2017)（東

海大学［課題番号：2501］） 

異常定義の閾値を様々に変えて描いたROC曲線。  
 

 

図22．長野県南部の地震(M5.6,深さ7km)の震源付近から2日前に放射されたVLF帯パルス電

磁波（東海大学［課題番号：2501］） 

黒丸は観測点。 
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図23．鳥取大学鳥取地区放射性同位元素施設(鳥取県鳥取市)の排気モニタの計測データに

よる大気中ラドン濃度変動残差（東北大学［課題番号：1207］） 

長期成分(経年変動成分)と季節変動成分を取り除いた残差値。 ×印は鳥取中部地震

(Mj6.6，深さ10 km)の発生日時(2016年10月21日)。 観測点からの震央距離は32.5 km。 

点線は平年期間のラドン濃度残差値標準偏差の3倍を示す。 

 

 

 

図24．信州大学松本キャンパスRI実験施設(長野県松本市)の大気中ラドン濃度変動残差

（東北大学［課題番号：1207］） 

長期成分(経年変動成分と12年周期成分)と季節変動成分を取り除いた残差値。 ×印は長野

県神城断層地震(Mj6.7,深さ5 km)の発生日時(2014年11月22日)。 観測点までの震央距離

は50 km。 点線は平年期間のラドン濃度残差値標準偏差3倍を示す。 

 

 


